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自己紹介
1949年1月25日生 丑年の博多っ子純情

1957年～1958年 シンガポールに滞在（帰国子女第一号）

1967年3月 東京都立戸山高校卒業

1972年3月 早稲田大学第一商学部卒業

1972年4月～ 三井物産㈱

本店物資部門、労働組合役員専従、

米国カナダ西海岸研修生

ニューヨーク

秘書室課長、経営企画室部長代理

PT. MEI（現インドネシア三井物産）社長

2001年8月～ オランダ銀行投資銀行部門

商社、エネルギー ＆ 東南アジア地域担当

2010年3月～ ANZ Bank (Vietnam) Ltd. ジャパンデスク

2012年4月～ JETRO Yangon 投資アドバイザー

2014年4月～ Office Teddy CEO



【国家の構成】

7地域（Regions）

7州（States）

【民族構成】

ビルマ族 約69％

シャン族 8.5％

カレン族 6.2％

インド・パキスタン人・
バングラデシュ系

4.6％

ラカイン族 4.5％

モン族 2.4％

チン族 2.2％

中華系 0.7％

国内には135の民族

が居住

人口： 5,142万人

2014年国勢調査速報値

面積： 67万8330k㎡

（日本の1.8倍）

公用語： ビルマ語

識字率： 89.9%

(男性93.9%、女性86.4%)

宗教： 仏教 （89.4％）

キリスト教（4.9%）

イスラム教（3.9%)

首都：ネーピードー

為替レート：1ドル980チャット

（2014年9月末現在）

経済成長率：6.0%
（2012年度ADB推定）

一人当たりGDP：804ドル

（2011年IMF推定）

地図出所） http://www.un.org/Depts/Cartographic/map/profile/myanmar.pdf から2008/10/18ダウンロード

ミャンマーの概況



○生産拠点として
○市場として

○資源・原料調達先として（鉱物資源、農林水産物など）
○インフラ・プラント輸出先として

○豊富で安価で質の高い労働力（3253万人*）
* 2011年CIA-World Fact book

○国民の対日感情の良さ
○上座部仏教徒の深い信仰と価値観
○豊富な天然資源、広大で肥沃な国土、豊かな農産品
○地政学的重要性、優位性。対中、印、アセアン、そして、欧州、中東へ
○消費市場としての魅力（約6,000万人、ヤンゴン・約700万人）
○特恵関税が適用（日本その他）

ミャンマーの魅力と視点
魅力

視点



アジア諸国の信仰心
合計 性別 年令 教育（学歴） 雇用 収入 English

% Male Fem -30 30-39
40
+

Low Mid High Self Yes No Low Mid High No Some OK

ミャンマー 52 48 57 45 5161 51 53 56 52 53 57 48 54 56 51 53 57
インド 24 21 27 22 20 30 23 28 21 18 28 26 27 23 22 22 28 22

ウズベキスタン 19 18 19 17 19 19 27 26 14 22 26 21 0 15 19 22 14 6

マレーシア 14 16 12 8 12 19 16 13 8 21 13 13 12 15 11 19 12 10

タイ 14 11 18 9 15 18 16 15 12 15 15 16 13 15 19 14 14 12

韓国 10 9 11 6 8 15 13 9 12 13 9 8 11 10 10 12 9 11

ベトナム 10 11 10 8 11 12 12 9 7 14 9 11 10 11 13 9 11 10

スリランカ 8 9 8 8 6 10 12 6 11 11 6 8 3 9 9 6 7 11

日本 5 5 4 1 5 6 10 4 5 9 4 5 4 5 5 4 5 5

中国 3 3 3 1 2 4 3 5 1 3 5 5 3 2 2 5 2 1

合計 16 15 17 14 15 18 22 15 13 20 15 18 15 17 16 19 15 14

Asia Barometer Survey 2004

東京大学東洋文化研究所

22項目中5項目の「人生にとって大切なもの」を選択。

アジア諸国の信仰心



日本とミャンマーの人口ピラミッド比較
日本の人口ピラミッド(2010)

日本とミャンマーの人口ピラミッド比較

日本



ミャンマーの人口の特徴
 平均年齢が約27.2歳（2012年CIA推計）

 生産年齢人口（15-64)比率69.2%(2010年)

 生産年齢人口は2011年に3,362万人（4,341万人）

 人口ボーナス期：生産年齢人口がそれ以外の人口（従属人口）の2倍以
上になる状態を指す。

ミャンマーの人口ボーナス期の始点は2005年、終点は2050年

・ミャンマーの出生率の謎
（OECDレポートの警告：「豊かになる前に老いる」可能性）



アジア各国の進出事情概観
主に労働者確保の観点から

製造業にとっての「良質な労働力」とは？

＊温厚で純朴で民度の高い人々

＊識字率の高さは東南アジア随一

＊離職率の低さ

近隣諸国は良質な労働力の確保が著しく困難



ミャンマーの移民労働者の規模
出稼ぎ大国ミャンマー
表１、ミャンマー人移民労働者の主要居住先別人口（2007年）

居住国 計 合法移民(1) 非正規移民(2) 実際の推定移民人口(3) 備考・出所
タイ 244,215 108,540 135,675 200～300万人 2012年3月タイでの公式登録は145万人

インド 63,810 53,489 10,321 na

米国 34,716 28,040 6,676 100,200 2010 US Census

パキスタン 27,464 23,021 4,442 200,000 ほとんどが Rohingya, Wikipedia

フィリピン 18,937 15,874 3,063 na

インドネシア 14,947 12,530 2,418 na

オーストラリア 11,346 9,481 1,865 12,386 2006 Australia Census

英国 10,315 8,619 1,696 9,924 2001 UK Census

ドイツ 4,877 4,075 802 na

カナダ 3,884 3,245 639 na

日本 3,801 3,176 625 7,000～1.5万人 2012年12月 日本での公式登録は8,577人

ネパール 3,708 3,108 600 na

シンガポール 198 122 76 10～20万人

マレーシア 186 156 30 10～50万人 2012年3月マレーシアでの公式登録は25万人

バングラデシュ 2万～10万人

韓国 4,000～1万人 2012年3月公式登録は6,309人

合計（その他を含む） 458,869 286,525 172,344 400～500万人

出所）Migration DRC(2007), Social Protection Discussion Paper No. 0909,

         May 2009

注）1)合法移民の累計：NATLEX (ILO), Social Security Administration

　　　　 (Social Security Programs throughout the World, USA 2007) and others.

　　2)正式書類のない移民の累計：断片情報からのDRCによる推計

　  3) Andy Hall, "Myanmar and Migrant Workers" , May 2012



5,141万9,420人

政府の事前推定値6,000万人、IMF推計
6,367万人(2012年）、ADBの推計
6,100万人の何れをも大きく下回った。

前回の国勢調査は軍事政権化の1983年
に実施され、人口は3,544万2,972人で、
30年間で人口がおよそ1,600万人、
45%増加したことになる。

海外への出稼ぎ労働者500万人(推計)が
含まれて居ないと説明する向きもあるが不明。

男性が2,482万1,176人、女性が2,659
万8,244人と、女性の人口が男性よりも約
170万人多かった。

1人当たりGDPの数字も含め、詳細は
2015年5月に発表される由。

IMF推計2012年人口6,367万人、2011年1人当たりGDP

804ドルを国勢調査の速報値で読み替えると、1人当たりGDPは

996ドルとなり、LDCの1000ドル条件から外れる可能性が出て来

たので、海外からの援助条件低下が危惧される事態。

２０１４年８月２９日中央調査委員会発表の速報値



1 タイ 91,817

2 日本 47,501

3 中国 41,542

4 米国 36,476

5 韓国 34,694

6 マレーシア 30,444

7 フランス 29,684

8 シンガポール 26,253

9 英国 23,291

10 ドイツ 21,856

1 タイ 61,331

2 中国 35,181

3 マレーシア 23,286

4 韓国 22,507

5 日本 21,264

6 米国 20,487

7 フランス 19,288

8 シンガポール 15,386

9 台湾 15,362

10 ドイツ 13,245
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2011年入国者数
（ヤンゴン空港）

（人）

（出所：ホテル・観光省）

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000

ミャンマーへの国別入国者数（ヤンゴン空港）
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※カッコ内は回答企業数

基本給：諸手当を除いた給与 （2012年10月時点）

作業員：正規雇用の一般工職で実務経験3年程度の場
合。請負労働者および試用期間中の作業員を除く。
エンジニア：正規雇用の中堅技術者で専門学校もしくは
大卒以上、かつ実務経験5年程度の場合。
マネージャー(製造業)：正規雇用の営業担当課長クラス
で大卒以上、かつ実務経験10年程度の場合。
スタッフ：正規雇用の一般職で実務経験3年程度の場
合。ただし派遣社員および試用期間中の社員は除く。
マネージャー(非製造業)：正規雇用の営業担当課長クラ
スで大卒以上、かつ実務経験10年程度の場合。

注：回答は原則、自国・地域通貨建て。各職種の自国・
地域通貨建て賃金の平均値を、2012年10月の平均為
替レート(各国中央銀行発表)で米ドルに換算。

出所：賃金②ともジェトロ「在アジア・オセアニア日系企業活動実態調査」（12年10～11月実施）

製造業・作業員
単位： 米ドル

製造業・エンジニア
単位： 米ドル 製造業・マネージャー

生産拠点として：賃金（基本給・月額）（日系企業アンケート調査：12年10～11月）

単位： 米ドル

非製造業・スタッフ 非製造業・マネージャー単位： 米ドル 単位： 米ドル



6,734
6,704
5,942
4,581
4,577
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製造業・作業員
単位： 米ドル
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生産拠点として：賃金②年間実負担額（日系企業アンケート調査：12年10～11月）

製造業・エンジニア
単位： 米ドル

30,083
27,204

23,085
22,091
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18,147
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34,437
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製造業・マネージャー 単位： 米ドル
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非製造業・スタッフ 単位： 米ドル

78,795
60,472

55,688
41,458

31,217
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28,448
24,796
22,621
20,169
16,422
15,875
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ミャンマー(12)

非製造業・マネージャー
単位： 米ドル

年間実負担額：一人あたり社員に対する負担
総額(基本給、諸手当、社会保障、残業、貸与
などの年間合計。退職金は除く。
2012年度時点。

作業員、エンジニア、マネージャー(製造業)、ス
タッフ、マネージャー(非製造業)：前頁を参照。

注：回答は原則、自国・地域通貨建て。各職種
の自国・地域通貨建て賃金の平均値を、
2012年10月の平均為替レート(各国・
地域中中央銀行発表)で米ドルに換算。

※カッコ内は回答企業数



順位 国名 2013年10月末 投資額 シェア

件数 100万ドル

1 中国 53 14,195.91 32.17

2 タイ 69 9,984.01 22.63

3 香港 62 6,461.50 14.64

4 英国＊ 63 3,059.12 6.93

5 韓国 84 3,044.68 6.90

6 シンガポール 98 2,769.98 6.28

7 マレーシア 46 1,625.86 3.68

8 ベトナム 6 511.19 1.16

9 フランス 3 474.36 1.08

10 日本 40 292.42 0.66

11 インド 9 283.10 0.64

12 オランダ 7 249.14 0.56

13 米国 15 243.57 0.55

14 インドネシア 12 241.50 0.55

15 フィリピン 2 146.67 0.33

16 オーストラリア 15 99.78 0.23

17 ロシア 2 94.00 0.21

18 オーストリア 2 72.50 0.16

19 パナマ 2 55.10 0.12

20 その他 37 219.29 0.50

合計 627 44,123.66 100.00

順位 分野
2013年11月末

シェア
件数 投資額

1 電力 7 19,284.43 43.71

2 石油・ガス 115 14,372.27 32.57

3 製造業 293 3,480.04 7.89

4 鉱業 68 2,833.73 6.42

5 ホテル・観光業 51 1,797.92 4.07

6 不動産 22 1,229.15 2.79

7 畜水産業 26 347.47 0.79

8 輸送・通信 16 313.91 0.71

9 工業団地 3 193.11 0.44

10 農業 12 191.96 0.44

11 建設業 2 37.77 0.09

12 その他、サービス業 12 41.89 0.09

合計 627 44,123.66 100.00

外国投資の国別・分野別認可額
（1989年～2013年11月末までの累積額）

【日本からの投資状況】 1995年以降安価な労働力を背景に増加。
しかし、1997年のアジア通貨危機後の貿易規制、外貨送金制限の強化や経済開

発援助再開の見通しが立たない等の理由により投資は低調。1990年度～1994年

度：計3件、1995年度：計3件、1996年度：6件、1997年度：6件。1998年

度～2010年度：計4件。業種では製造業が過半を占める。他は漁業、観光など。

2010年度、縫製業で既存案件の拡張投資（714万ドル）が行われた（拡張投

資としては2004年度以来6年ぶりであった）。さらに、2011年度、2012年1月に縫

製業（300万ドル）、2月に同じく縫製業（131.8万ドル）が認可された。新規投

資としては2001年度以来10年ぶりといえる。



順位 国名・地域名 2013年１月～11月末 シェア

件
数

投資額

1 シンガポール 20 938.15 35.77

2 マレーシア 3 594.58 22.67

3 タイ 8 425.92 16.24

4 英国＊ 9 259.93 9.91

5 ベトナム 1 161.39 6.15

6 香港 19 87.14 3.32

7 韓国 10 67.95 2.59

8 日本 9 32.56 1.24

9 中国 12 27.97 1.07

10 インド 1 9.60 0.37

11 フランス 1 5.36 0.20

12 ルクセンブルグ 1 5.20 0.20

13 アラブ首長国
連邦

1 4.50 0.17

14 ブルネイ 1 1.09 0.04

15 カナダ 1 1.04 0.04

合計 97 2,622.38 100.00

順位 分野 2013年１月～11月末 シェア

件数 投資額

1 製造業 77 1,569.26 60.06

2 ホテル・観光業 5 433.11 16.58

3 電力 2 216.93 8.30

4 石油・ガス 2 190.30 7.28

5 不動産 3 172.70 6.61

6 農業 3 9.21 0.35

7 鉱業 1 4.04 0.15

8 その他、サービス業 5 17.20 0.66

合計 98 2,612.75 100.00

外国投資の国別・分野別認可額（2013年１月～11月末までの累積額）
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＜特徴＞

●各国からの製造業投資が活発化（全体の60％）

●日本は金額で８位、件数で５位に（在外日本

法人からの投資は当該国に含まれる）

●ベトナムからの大規模不動産事業への投資

(単位：100万ドル、％）

注：英国には、タックスヘイブン（バージン、バミューダ、ケイマン諸島）から
の投資を含む。

出所：ミャンマー国家計画・経済開発省投資企業管理局（DICA）
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Central Statistical Organization, Se3lected Monthly Economic Indicatorより



○電力供給力の拡大と送電網の改善が急務

ヤンゴン地区を中心にLNG発電所の建設計画目白押し

石炭火力の新設、水力発電所のリハビリ

○整備の進む通信インフラ、電話会社3社体制

○道路、鉄道、倉庫など国内物流インフラの整備、
上下水道など社会インフラ整備のプロジェクト多数

○ASEAN域内の水平分業の進展、日本などとの貿易拡大
に対応した港湾の整備が必要

○SEZ（経済特区＝工業団地）の整備

ティラワ： 日本政府の後押しを得て整備進展
2015年夏の開業に向けて工場建設開始

シットウェ： 北東インド用の港をインドが開発中。
チャオピュー：中国向け石油・ガスパイプラインの起点

深海港を中心にした開発に中国が強い関心
ダウェー： タイ企業が深海港と工業団地の開発を計画

開発規模と人口問題の矛盾など問題山積
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ミャンマーの産業基盤整備



ミャウンダカ工業団地
・開発者：建設省施設・住宅開発局
・ヤンゴン、ピー・ロードとライン川の間、モービーという町。
重工業用団地として開発（この地図の色つき部分よりも北。
枠外）
・面積：411ha（インフラ完了期間：2006年）
・借地料：国営の工業団地は共通（注参照）。

ワーターヤー工業団地
・開発者：建設省施設・住宅開発局
・ヤンゴン中心部から北北西方向へ約30km。
・面積：411ha（インフラ完了期間：2006年）
・借地料：国営の工業団地は共通（注参照）。

シュエピーター工業団地
・開発者：建設省施設・住宅開発局
・ヤンゴン中心部から車で約1時間、ヤンゴン
港から北北西約30km
・面積：380ha（Zone1-4、インフラ完了期間：

1989年）
・借地料：国営の工業団地は共通（注参照）。

シュエリンバン工業団地
・開発者：建設省施設・住宅開発局
・ヤンゴン中心部から北西方向へ約20km。
ヤンゴン港から約10km
・面積：440ha（インフラ完了期間：2002年）
・借地料：国営の工業団地は共通（注参照）。

ラインターヤー工業団地
・開発者：建設省施設・住宅開発局
・ヤンゴン中心部から車で約40分、ヤンゴン港から北西約16km

・面積：690ha（Zone1-7、インフラ完了期間：1994年～97年）
・借地料：国営の工業団地は共通（注参照）。

ミンガラドン工業団地
・開発者：MingaladonIndustrial Park Co. Ltd.（ミャンマー政府
建設 省住宅局、KeppelGroup：シンガポール。元日系開発）
・ヤンゴン中心部から北方約20km、車で約40分。ヤンゴン港へ約
24km。ヤンゴン国際空港より約7km、車で約15分。
・面積：90ha
・借地料：58ドル/㎡（2048年2月7日までの使用権。
※期間中の譲渡可能）
・管理費：0.48ドル/㎡/年、住宅局の税金：0.3ドル/㎡/年

サウス・ダゴン工業団地
・開発者：建設省施設・住宅開発局
・ヤンゴン中心部から東北方向、ヤンゴン港から15km。
・面積：708ha（Zone1-3、インフラ完了期間：1992年）
・借地料：国営の工業団地は共通（注参照）。

ダゴン・セイカン工業団地
・開発者：建設省施設・住宅開発局
・ヤンゴン中心部から東北東方、ヤンゴン港から16km。
・面積：520ha（Zone1-2、インフラ完了期間：1998～99年）
・借地料：国営の工業団地は共通（注参照）。

（注）共通の借地料（長期借地権料）
・工業団地短期借地料（外国籍）：3ドル/㎡/年
・管理費：0.06ドル/㎡/年
※建設省管理の工業団地。原則毎年更新。
ミャンマー投資委員会（MIC）認可の場合、リース期間は
20年。その後は5年ごとの更新。

ヤンゴンの工業団地マップ
ミンガラドン工業団地に加え、面積が300ha以上のものを記載。

出所：ジェトロセンサー12年3月号特集「新興メコンの実力」など



ヤンゴン中心市街地

ティラワ開発予定地区⇒

●ティラワは、ヤンゴン中心市街地から23km東南に位置。

現在、香港のハチソン・ポート・ホールディンが開発した

ミャンマー・インターナショナル・ターミナル・ティラワ（MITT）
などの河川港があるが、その後背地の2400ha（24km：
山手線内側の約40％）を工業団地・Townshipとして
開発する計画。
2012年4月、テインセイン大統領来日の際に、ミャンマー
国家計画・経済開発大臣と日本国外務大臣および経済
産業大臣との間で、ティラワ開発のマスタープラン作成に関
するMOUを締結。

2012年12月、日本とミャンマーは、ティラワ

経済特別区開発に関する協力覚書に署名。

2013年5月、日本・ミャンマー双方の民間企業連合による
ＪＶ設立のためのMOUを締結。
2013年10月、日本側49％、ミャンマー51％出資による
ティラワＳＥＺ開発会社設立のＪＶ契約に署名。
2013年11月、ティラワＳＥＺ予定地にて起工式典開催。
2014年10月、工場建設開始予定。第2期工事開始予定。

2015年夏に400haの工業団地を開業予定

ティラワ経済特別区開発



ティラワSEZ先行開発エリア(Class A) 基本図面

開発面積

第１期+住宅開発

224ha

（189+35）

第２期

138ha

第３期

34ha

合計

396ha

浄水プラント

初期 3000t/日

下水プラント

初期 2400t/日

第1期

第2期

第3期

住宅・商業

総面積 ： 2,400ha

Class A： 400ha

Copyright© 2014 Sumitomo Corporation , All Rights Reserved

【最小販売区画】
約1ha～（予定）

【貸工場】
計画あり



浄水場

送水(40km)

道路整備

港湾整備

周辺インフラ （JICA円借款による整備予定）

電力関係
・230kV送電線

・33kV配電線
・変電所
・50MW発電所
・天然ガスパイプ

変電所・発電所
設置予定地

Copyright© 2014 Sumitomo Corporation , All Rights Reserved



政治体制の変遷と選挙の歴史

• 1988年9月:国軍が民主化運動を弾圧、権力を掌握
軍事政権の誕生

• 1990年5月:（1回目の）総選挙実施
アウンサンスーチーらの率いるる国民民主連盟（NLD）が大勝

• 1992年4月:タンシュエ大将、軍政トップに就任
• 1993年1月:憲法制定のための国民会議開催
• 2007年9月:国民会議終了（途中14年半の長期休会）
• 2008年5月:新憲法を国民投票で承認。2010年に総選挙実施へ
• 2010年3月:NLD総選挙ボイコットを決定

• 2010年11月:（2回目の）総選挙実施
連邦団結発展党（USDP）が圧勝

• 2011年1月:初議会招集
• 2011年3月:民政移管 テインセイン大統領率いる「新政権」樹立
• 2012年3月:補欠選挙でNLD圧勝 45議席中43議席獲得
• 2015年11月:総選挙、大統領選挙（予定）
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大統領制、共和制

・大統領：テインセイン（元軍政No.4） ※任期5年

・副大統領①：ティハトゥラウーティンアウンミンウー（元軍政No.5）

→2012年8月に同氏辞任。ニャントゥン氏が新たに就任（元海軍司令官）

・副大統領②：サイッマウッカン（医師）

テインセイン大統領の就任演説（2011年3月31日）

「新政権に課された最も重要な任務は、統制を重んじたクリーンな内

閣を共に作り上げていくことである。
そのためにも政府は憲法や現行の法律に則り透明性を確保して行かなければ
ならない。」
（4月1日付英字紙New Light of Myanmar）
→旧態依然の統治体制からの脱却を明確に

現行政治体制 2011年3月～



国民代表院：計440名

軍人議員
110名

民族代表院：計224名

軍人議員
56名

一般議員
330名

副大統領候補

両院軍人議員
合計：166名

副大統領候補

一般議員
168名

副大統領候補

連邦議会（the Pyidaungsu Hluttaw)は、国民代表院（または人民代表院。the Pyithu Hluttaw, House of

Representative）と民族代表院（the Amyotah Hluttaw, House of Nationalities） の2院制になっている。国民代表
院は人口及び群に基づき選出され、民族代表院は州・管区から同数選出される。国民代表院の議席数は最大440人で、
このうち最大110人は国軍司令官が指名する軍人議員に割り当てられるため、330人の議席が争われる（330選挙区、小
選挙区制）。民族代表院の議席数は最大224人で、このうち168人は14州・管区から12人ずつ選挙で選ばれ、残り56人
は各州・管区より4人ずつ国軍司令官が指名する軍人議員となる。大統領選出も含めると、次のような図となる。

2008年憲法での連邦議会の構造と大統領の選出方法

連邦議会議員（国民代表院＋民族代表院）による投票

最多得票者が大統領に選出

なお、国民代表院、民族代表院に加え、14の地域・州議会の650議席および全人口の0.1％以上の人口を持つ少数民族

代表の議席も争われる（地域・州議会も4分の一の軍人議員が任命される）。

2010年11月7日の総選挙では、最終的に、3,069人が立候補し、連邦議会を構成する国民代表院（下院）の軍人議員議席を除く

330議 席のうち325議席（投票率77.26％）、民族代表院（上院）の同じく168議席の全議席（同76.78％）、また14地域・州
議会選挙（地方議会）の同じく673議席のうち661議席（同76.62％）、計1,154議席が確定した

出所）アジア経済研究所工藤年博氏「不透明さを増すミャンマー情勢：2010年総選挙に向けて」を主に参考として抜粋（図も、工藤氏が新憲法に基づき作成したもの）。
原文では、国民代表院は人民代表院とされている。
http://www.ide.go.jp/Japanese/Research/Region/Asia/Radar/Myanmar/200909.html



＊小選挙区制の比例代表制への変更（与党USDPが推進)
NLDは2012年3月の補欠選挙では得票率60%強で立候補者全員当選43議席独占（2議席は少数民族
枠で立候補せず）
8月18日、民族代表印選挙に比例代表制（非拘束名簿方式）を導入する事を比例代表性検討委員会
が議決。

USDPは国民代表院の管区で118議席、民族代表院
で45議席の確保を目標に活動を開始している。

軍人枠と併せて国民代表院で過半数、民族代表院で
は少数民族議員を加えての過半数獲得を目指している。

＊憲法59条「大統領資格」改定

外国に縁の深い人間は大統領にも副大統領にもなれない、
と言う条項を変更出来る可能性は殆ど皆無。

＊軍人枠の廃止

軍人枠の廃止は2015年総選挙の後「管理された民主化」
の進展を見極めてから行われる公算が大。

軍人枠

56

国民代表院 民族代表院

440 224

管区

84選挙枠

168 州

84
選挙枠

330

軍人枠

110

管区

207

州

123

前回は330 Township
から1名宛 330x1=330
2015年は比例代表制？

7州7管区から12名宛
14x12=168

USDP = Union Solidarity and Development
連邦団結発展党

NLD ＝ National League for Democracy
国民民主連盟



＊スーチーの政治的手腕への疑問

住民や僧侶が環境汚染の見地から反対していた軍と中国の合弁での銅鉱山開発を国会の委員長として

Go Sign を出した事に対する不満

2014年に開催された党大会で最終日に8人の中央委員を選出したが投票は無し

大統領になりたがり、保守派の下院議長トラシュエマンとの提携すら模索する姿勢への疑問

＊NLDはマニフェストを纏める事が出来るのか？

「軍事政権反対」、「民主化推進」だけで纏まって来たが、テインセイン大統領が着々と進める「管理された

民主化」の前に闘争目標が希薄化

国会では是々非々の対応を続けており、2015年総選挙に向けて明確な政策を打ち出せるのか疑問

スーチーの個人的人気に依存しすぎており、総選挙を70才で迎えるスーチーの後継者が不在

＊NLDに代わる勢力は「88世代」？
長年獄中闘争を続けた、ミンコナイ氏、ココジー氏、ミャーエイー氏、ジンミー氏などが根強い人気

正式な政党登録はしていないし、共通の政策が未だ明らかになっていないが「希望の星」

＊大連立の蓋然性が高い？
与党もNLDも新興勢力の「88世代」も「大勝利」は見込めず、政策上の違いも大きくなさそうなので 「大
連立」でテインセイン大統領の民主化と汚職追放、開放政策が継続されるのでは？



ご清聴ありがとう

ございました。


